
政策目標

4

温泉を始め、美しい自然景観や伝統ある歴史・文化

などの固有の地域資源と、多様な人材が存在する

伊東の「場の力」をいかして、新たな産業を創出す

るとともに、次代を担う若者の雇用の場を確保し、

魅力・活力に満ちあふれたまちを目指します。

場の力が創造する
　魅力・活力のあるまち

〈施策分野〉
4-1 　観光の振興

4-2 　健康保養地づくりの推進

4-3 　広域連携による誘客の拡充

4-4 　商工業の振興

4-5 　農林業の振興

4-6 　水産業の振興
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4-1
観光の振興
現況と課題

成果指標

多くの人が訪れ、満足していただける
観光都市を目指します。

伊東市は、自然、歴史、文化、温泉、食材等の地域資源に恵まれていることから、観光関連団体等と連携して、そ
れら資源を活用した事業に取り組んでいますが、観光地としての魅力向上のため、伊東八景を核に更なる地域
資源の掘り起こしと磨き上げが求められています。

伊東市は観光ガイドを養成し、観光の街として、おもてなしの向上に努めていますが、今後は、観光ガイドや観光
関係者はもとより小・中・高校生を始めとした市民一人一人がおもてなしの心を持って観光客に接することが
必要です。

国による観光立国実現に向けた環境整備の推進、富士山静岡空港の開港、アジア地域の経済成長による所得
の向上などを背景に、今後、東アジア圏を中心に多くの訪日旅行者の増加が見込まれます。そのため、静岡県
や伊東市※1インバウンド推進協議会などの観光関連団体と連携した積極的なプロモーション活動や受入体制
の整備等を行うことが必要です。

ＩＴなどの情報技術の発達により、時間と場所を選ばずに情報を得ることができ、また、旅行形態も団体旅行から
個人・グループ旅行にシフトしている中、観光客の求める情報は多様化していることから、常に現状を分析した
上で観光客のニーズに沿った情報を発信していくことが求められています。

伊東市内には、地域の特色をいかした観光施設が数多くありますが、観光地としての更なる魅力向上のために
は、施設サービスの向上を図るとともに、自然や景観等、地域の魅力をいかして観光施設の付加価値を高める
ことが必要です。

目　　標

 

場の力が創造する魅力・活力のあるまち

指標 現状 目標値
（H27）

目標値
（H32）

指標の内容・出所等

観光客数
切符乗車による鉄道の利用者、
自家用車の通過台数等に一
定の率をかけ、算出 659万人

680万人 700万人

観光客の満足度
2,400人を対象に年4回実
施する伊東温泉観光客実態
調査による伊東温泉の満足度 72%

100% 100%

平成22年

平成22年11月
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目標を実現するための具体的な方策

市民の皆さんと一緒に進めていく方策

観光基本計画に基づき、観光関連団体等と連携して、温泉の付加価値
を高めるとともに、伊東八景を核とした自然、歴史、文化、食材等の地
域資源を活用した魅力ある観光事業を推進する。

地域資源を活用した

観光事業の推進

静岡県や伊東市インバウンド推進協議会などの観光関連団体と連携
し、外国人観光客向け各種プロモーション活動などを積極的に行うと
ともに、おもてなし意識の向上や多言語併記の観光案内看板の充実
等受入体制の整備を図る。

外国人観光客の誘客推進

伊東自然歴史案内人会を始めとした観光ガイドの育成に努め、その
活動を支援するとともに、教育の場においても、伊東八景を核とした
地域資源について学ぶ機会を設ける。

おもてなしの心の育成と

交流の推進

市民が年間を通して開催されるイベント運営に参加するとともに、イ
ベント終了後は、協働で事業の検証を行う。

市民のイベントボランティア

への参加

ＩＴなどの情報技術の普及により、ホームページやインターネットを有
効に活用するなどし、観光客のニーズに沿った情報を効率的、効果的
に発信する。

観光ニーズに対応した

情報の発信

市民や観光客が観光施設を快適に利用できるよう、施設サービスの
向上を図るとともに、自然や景観等と調和した施設の整備に努める。観光施設の高付加価値化

地元食材を使用したご当地グルメや郷土料理等の創出、旅館・ホテル
での地元食材を使用した料理の提供、体験農園やオーナー制の導入、
教育旅行における体験プログラム等の実施等、民間と協働した※2地
産地消を推進する。

第一次産業と連携した

観光の振興

1

2

3

4

5

※1　インバウンド：inbound。他地域からの入込客のことで、ここでは海外からの観光客を意味する。
※2　地産地消：地域で生産した農林水産物などをその地域で消費すること。

方　　策 概　　要

方　　策 概　　要
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4-2
健康保養地づくりの推進
現況と課題

成果指標

住む人も訪れる人も元気になるまちを
目指します。

伊東市は、豊かな自然や豊富な温泉などを活用して、※1ウェルネスの視点でまちづくりを進め、※2ファルマバレ
ープロジェクトにも盛り込まれている健康保養地づくり事業を進めています。今後も観光都市としての魅力向
上のため、健康保養地づくり事業のメニューを充実していくことが重要です。

いつまでも健康で、より良く、より充実した人生を生き「健康寿命」を延ばすには、市民一人一人が人生の早い
時期から健康に良い生活習慣を身に付け、健康増進・疾病予防を行うことが必要不可欠です。伊東市の強みで
ある豊富な温泉や豊かな自然を利用した、健康保養地づくり事業を通して、今後も一層、市民一人一人の健康
に対する意識を高め、健康づくりを実践できる環境づくりが求められています。（「1－2　健康づくり支援」より）

人々の志向の多様化や、観光地間競争の激化の中で、観光客のニーズに合った特色ある観光地としていくため
に、温暖な気候、温泉や自然、地域の食材などの地域資源をいかした魅力の向上を図るとともに、新たな健康保
養地づくりのプログラムの構築とイメージ戦略が必要です。

観光立市を目指す伊東市にあっては、市立伊東市民病院においても、※3医観連携を図る中で観光システムの一
端を担う必要があり、そのためには、市民のみならず、観光客にも対応できる病院機能の整備、特に健診機能な
どの充実を図ることが必要です。（「1ｰ1 地域医療の充実」より）

目　　標

場の力が創造する魅力・活力のあるまち

指標 現状
目標値
（H27）

目標値
（H32）

指標の内容・出所等

健康寿命

（「1-2　健康づくり支
援」より）

・生涯の中で、健康で活動的
に暮らせる期間
・平均余命―（衰弱、病気、認
知症などによる介護期間）で
算出
・熱海保健所で算出

男性74.9歳
女性79.4歳

男性76歳
女性81歳

男性77歳
女性82歳

体験型ツアーのプログ
ラム数

観光施設及び宿泊施設等に
おける体験プログラム数 44

プログラム

50
プログラム

60
プログラム

平成21年

平成22年度
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目標を実現するための具体的な方策

市民の皆さんと一緒に進めていく方策

※1　ウェルネス：スポーツ・運動、栄養、休養、文化・芸術活動を総合した健康的な生活を実践することで、生活の質（ＱＯＬ）を高めること。
※2　ファルマバレープロジェクト：静岡県立静岡がんセンターの開院を契機として、世界レベルの高度医療の実現と先端的な技術の

開発を目指し、研究開発の促進を図るとともに、医療産業からウェルネス産業まで広がる健康関連産業の振興・集積を図るため
の静岡県の事業

※3　医観連携：保健医療関係者と観光関係者等が連携して、自然や温泉と健康診断を組み合わせ、観光メニューとして商品の企画開
発を図ることをいう。伊東市では、新病院建設に合わせ、平成18年からその実現に向けた検討を進めている。

自然や温泉、観光施設、食材、人材といったウェルネス資源を組み合
わせるなど、健康保養地づくり事業のメニューを充実するとともに、
多様なメニューを提供する体制づくりを推進する。

健康保養地づくり事業の

充実・強化

食育推進計画の策定や実践を通して、保護者や教育関係者等との連
携により「食」に関して適切な判断のできる子どもを育むとともに、
観光、農林水産業等の協力による伊東ならではの料理や食材をいか
した取組を通じ、地域の食文化の継承を図る等、様々な関係団体との
ネットワークにより「食」を通じた人づくり、まちづくりを推進する。

食育の推進

温泉や運動施設等を活用した健脳健身教室や各種健康づくり教室、
健康フェスタの開催等、生活習慣病の発症を予防する「一次予防」に
重点を置いた健康保養地づくり事業を推進する。

市民の健康意識の向上と

健康づくりの推進

地域や関係団体と行政との協働により、健康づくりに関する講演会や
講習会などを企画・開催する。また、関係団体等とともに、健康づくり
の視点によるスポーツ施設等の活用を進める。

地域や民間団体による積極的な

健康づくりへのかかわり

食の安全・安心への取組

市民が安心して暮らし、観光客も安心して訪れることができる救急医
療体制を整備するとともに、市民のみならず、観光客の利用も考慮し
た、医観連携の推進に資する健診機能の整備に努める。

医観連携の推進に資する

施設整備

1

2

3

4

5

方　　策 概　　要

方　　策 概　　要

農薬の安全使用と残留農薬の情報開示に努めるとともに、有機農法
を取り入れるなど自然に近い環境で作られた作物をエコブランドとし
て活用した商品開発及び販売戦略を行い、安全・安心な農作物の生
産技術や高付加価値化に資する加工食品の研究・開発を産学官連携
して推進する。また、生産者の名前や顔を表示するなど信頼性の高
い商品の販売を推進する。
学校給食への食材提供や各種教室の開催、市民農園の利用促進によ
る食育の推進を行う。
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4-3
広域連携による誘客の拡充
現況と課題

成果指標

（伊豆）地域の幅広い連携を通して、
滞在型観光が可能な魅力ある観光地を
目指します。

伊豆は、自然環境や豊富な温泉、首都圏に隣接した立地条件をいかして、日本有数の観光エリアとして発展し
てきました。今後、当地域が更なる発展を目指すためには、地域の幅広い連携を強化して、各市町が協働で観
光情報の発信や観光振興策などの事業を推進することが必要です。

観光圏は、地域が幅広い連携と観光資源の活用を通して、滞在型観光が可能な圏域の形成と観光客の来訪を
促進するもので、伊豆東海岸※12市3町が平成22年1月に「伊豆観光圏整備推進協議会」を設立し、同年4月に
国土交通大臣から「伊豆観光圏」の認定を受けたところです。今後は、官民が協働し、観光情報の一元化や旅
行商品の企画・販売などの事業を実施する組織づくりを進めるとともに、圏域の拡大を図る必要があります。

伊豆地域の※27市6町の官民が協働で伊豆地域への誘客とイメージアップを図るため、伊豆観光推進協議会を
組織し、静岡県観光協会などの観光関連団体との連携を通して、伊豆の魅力度アップ事業に取り組んでいると
ころです。今後も、伊豆地域の魅力をアピールする取組を推進していきますが、伊豆観光圏の圏域拡大に伴い、
事業内容の住み分けをしていく必要があります。

ジオパークは、地質遺産を保全するとともに、教育や観光振興にいかすことが可能な自然公園ですが、伊豆半
島にある特異な地質遺産を活用して、伊豆半島全域でジオパークの認定に取り組むことについて、平成22年2
月に開催された※3伊豆半島6市6町首長会議において合意をされたところです。今後、ジオパークの認定に向
け体制の整備を図り、地域が一体となって具体的な取組を進めていくことが必要です。

目　　標

場の力が創造する魅力・活力のあるまち

指標 現状
目標値
（H27）

目標値
（H32）

指標の内容・出所等

観光交流客数

静岡県が実施する静岡県観
光交流の動向調査による伊
豆地域※27市6町の観光交流
客数

3,898万人
4,000万人 4,200万人

平成21年度

104

基

本

計

画

政
策
目
標



目標を実現するための具体的な方策

市民の皆さんと一緒に進めていく方策

※1　2市3町：伊東市、下田市、東伊豆町、河津町、南伊豆町
※2　7市6町：伊東市、熱海市、下田市、伊豆市、伊豆の国市、三島市、沼津市、東伊豆町、河津町、南伊豆町、松崎町、西伊豆町、函南町
※3　伊豆半島6市6町首長会議：伊豆半島の6市6町（伊東市、熱海市、三島市、下田市、伊豆市、伊豆の国市、東伊豆町、河津町、南伊豆町、

松崎町、西伊豆町、函南町）の市長、町長で構成され、伊豆半島内に共通する行政課題や課題解決に向けた方策を協議する会議

地域の観光資源を活用した旅行商品の企画・販売や圏域内の観光情
報の一元化等を推進する組織を構築し、伊豆観光圏の魅力向上を図
るとともに、今後、圏域の拡大に向けた取組として、伊豆の未加盟市
町に同観光圏への積極的な参加を働きかける。

伊豆観光圏整備事業の

強化・充実

静岡県観光協会などの観光関連団体との連携を密にした取組を通し
て、伊豆地域への誘客とイメージアップを図るための宣伝活動を推
進する。また、伊豆観光圏の今後の動向に注視し、連携を密にした対
応を図る。

伊豆観光推進協議会の

強化・充実

地域の幅広い連携を通して、民間事業者が中心となり、滞在型観光が
可能となる事業を積極的に推進し、行政が側面から支援を図る。

民間事業者の積極的な

事業への取組

ジオパークの認定に向けた地域の連携体制を構築するとともに、取
組を推進する人材の発掘・育成、ジオサイトの整備、ジオツアーの開
催など、ジオパーク認定に向けた具体的な取組を推進する。

伊豆半島ジオパーク構想の

推進

1

2

3

方　　策 概　　要

方　　策 概　　要
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4-4
商工業の振興
現況と課題

成果指標

活発な商工業活動が行われ、働く場が
多いまちを目指します。

伊東市の基幹産業は、中小零細企業を中心とした観光関連産業です。観光は、あらゆる産業が相互に連携する
総合産業である一面、景気が悪くなるときは、いち早く影響を受け、良くなったときであっても、回復が遅くなる
傾向にあります。伊東市ではこれまで、「伊東温泉湯めクーポン事業」や「住宅リフォーム振興事業」による経
済産業活動の支援、中小企業の経営安定化を目的とした「利子補給制度」などの経済対策を実施してきました。
今後も、不景気時においても安定した経済産業活動が行われる対策が求められます。

消費者志向の多様化や,定住人口の郊外化によるドーナツ化現象などで、市内商店街は厳しい経営環境に置か
れています。魅力ある個店の創出や創意工夫を凝らしたイベントを行うことにより、街に賑わいを生み出し、商
店街の活性化を図ることが必要となります。

平成22年5月の有効求人倍率は0.49倍で平成元年以降最低となりました。この数値は、求職者１人に対し仕
事は0.49件ということを表しています。平成20年度、21年度の平均値は共に1.00倍を下回っており、仕事
を探している人の数が求人数を上回る状態が続いています。また、求人のうちパートタイム求人の占める割合
が高くなっています。働く場を増やし、正規職員の求人を高めるためにも、商工業の活性化が必要です。

多くの市民が、自然環境に恵まれた伊東市で生涯を過ごすことを望んでいます。しかし、市内での雇用が少な
いため、働く場所を求め他の地域へ移住する例も見られます。市内企業の活動の活発化や企業誘致により、多
くの雇用の場の確保が求められています。

目　　標

場の力が創造する魅力・活力のあるまち

指標 現状
目標値
（H27）

目標値
（H32）

指標の内容・出所等

商品販売額
商業統計調査（経済産業省が
5年ごとに実施） 1,313億円

1,380億円 1,450億円

製造品出荷額 工業統計調査（経済産業省が
毎年実施） 132億円

142億円 152億円

平成19年

平成19年
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目標を実現するための具体的な方策

市民の皆さんと一緒に進めていく方策

商工会議所との連携により、住宅リフォーム振興事業、タウンフェスタ
等の商工業活性化策を実施し、中小企業の活発な経済産業活動を支
援する。
また、経済変動対策資金や経営安定資金、伊東市小口資金への利子
補給制度等を活用して中小企業の経営安定化を図る。

商工業への支援体制の強化

商店街が行うイベントや、施設整備の支援を実施するとともに、意欲
ある個店経営者に中小企業診断士による経営支援強化を行い、個店
の魅力・活力を高める。また、農林水産業者、観光業者の連携により、
それぞれの知識や技術を活用し、地場産品をいかした料理や土産物品、
化粧品等を開発し、地域の特性がある商品を創出することで商店街
の活性化を図る。

地域の商業の活性化

ぐり茶やみかん等の地場産品を使った食品・菓子・スイーツを商店や
市民が製作し、発表の場として、商店街イベントを開催する。また、商
店街マップの作成や、スタンプラリーの実施などを通して、多くの観
光客に街を巡ってもらい、街の活性化を図る。

商店街を活用した

イベントの開催

職業訓練校との協働による離職者等を対象とした再就職講座を開催
し、雇用の推進を図る。また、高等学校新卒者の就職を支援するため、
就職担当教諭、事業者代表、商工会議所、ハローワーク、県と情報交
換を行うとともに、市内事業所に採用枠の確保を要請する。

雇用の確保

伊東市の特性や土地利用状況を踏まえ、企業誘致に必要な施策の調
査・研究を行うとともに、静岡県と市町が一体的に企業誘致活動を推
進することを目的に設置された静岡県企業立地推進連絡会と連携し、
首都圏企業への広報や情報の収集に努める。

企業誘致の取組

1

2

3

4

方　　策 概　　要

方　　策 概　　要
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4-5
農林業の振興
現況と課題

成果指標

意欲ある担い手が育成確保され、
農林業が安定的に営まれるまちを目指します。

農林業をめぐる状況は、担い手の減少、高齢化、耕作放棄地の増加など一段と厳しさを増しています。一方で、
ライフスタイルの多様化により、農業体験や市民農園等の余暇活動として、農林業と接点を持つ人が増えてい
ます。また、景気の悪化による社会情勢の変化や法整備により、生業としての新規参入希望者が見られるように
なり、これらの需要を取り込むことができる体制づくりが必要です。

近年、農地の鳥獣被害が深刻化しており有害鳥獣対策に取り組んでいるところですが、優良農地においてもそ
の被害のため農業者の生産意欲を無くし耕作放棄地が広がる状況にあります。今後も継続して有害鳥獣対策
を行い、安心して営農に取り組むことができる環境づくりが必要です。また、耕作放棄地は隣接農地にも悪影響
を及ぼし、景観上も好ましくないため、担い手対策と併せた耕作放棄地対策が必要です。

食の安全・安心の取組については、農薬の安全使用と残留農薬の情報開示に努めているところですが、化学肥
料や農薬の使用を控えた農産物に対する消費者ニーズも高まってきているため、より一層の安全・安心への取
組及び食育による啓発を行い、環境と調和した持続的な農業生産の推進が必要です。

伊東市の農業は、小規模・兼業農家が多いため農産物の産地化が難しいのですが、地元の食材を使った「だい
だいぽんず」など新たな商品開発に取り組み、地産地消を努めているところです。また、伊東市は、首都圏を中
心とした観光客が多く訪れる観光都市であるため、これからは、観光客に提供する流通の仕組や販路の拡大な
ど、観光産業と連携する地産地消の推進が必要です。

森林は、国土・自然環境の保全、良好な景観の形成など、多面的な役割を果たしているため、無秩序な開発防止
に努めるほか、保全と有効利用を図る必要があります。

目　　標

場の力が創造する魅力・活力のあるまち

指標 現状
目標値
（H27）

目標値
（H32）

指標の内容・出所等

耕作放棄地面積
１年以上耕作されず、今後も
耕作される見込みのない農
地 71 ha

57 ha 46 ha

エコファーマー数

土づくりと化学肥料・化学農
薬の低減に一体的に取り組む
農業者のうち、県知事から「持
続性の高い農業生産方式の
導入に関する計画」の認定を
受けた者の数

138人
148人 158人

平成20年度

平成22年4月
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目標を実現するための具体的な方策

市民の皆さんと一緒に進めていく方策

地元食材を使用したご当地グルメや郷土料理等の創出、旅館・ホテル
での地元食材を使用した料理の提供、体験農園やオーナー制の導入、
教育旅行等における体験プログラムの実施等、民間と協働した地産
地消を推進する。

観光と連携した

地産地消の推進

農業者の担い手の育成、確保及び経営改善能力向上支援等に取り組
み、※認定農業者等に対し効率的かつ安定的な農業経営を育成する。
また、新規就業者や一般企業からの参入の受入れを推進し、活性化を
図る。

担い手の育成・確保

農薬の安全使用と残留農薬の情報開示に努めるとともに、有機農法
を取り入れるなど自然に近い環境で作られた作物をエコブランドとし
て活用した商品開発及び販売戦略を行い、安全・安心な農作物の生
産技術や高付加価値化に資する加工食品の研究・開発を産学官連携
して推進する。また、生産者の名前や顔を表示するなど信頼性の高
い商品の販売を推進する。
学校給食への食材提供や各種教室の開催、市民農園の利用促進によ
る食育の推進を行う。

食の安全・安心への取組

及び食育の推進

農業者の生産意欲を高めるため、鳥獣被害防止計画を策定し、総合
的に被害防止を行う。また、優良農地を確保するため、農地の有効活
用及び農地の集積を推進し、耕作放棄地を減少させる。

鳥獣被害防止及び

耕作放棄地対策

荒廃した森林を整備する森の力再生事業や治山、林道整備事業など
の森林整備事業により、良好な森林環境を整備・保全し、土砂流出防
止及び洪水や渇水を緩和させる。

森林整備事業の促進

民間との協働により、森林環境を保護するために、杉、ひのきを間伐
した後に広葉樹の植栽を促進する。また、市民参加の森づくりのため
に森林ボランティアを育成する。

市民参加の森づくり推進

1

2

3

4

方　　策 概　　要

方　　策 概　　要

※認定農業者：自らが効率的かつ安定的な農業経営を目指して、農業経営改善計画を作成し、その計画が市町村に認定され、計画の実
現のための支援を受けている農業経営者や農業生産法人
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4-6
水産業の振興
現況と課題

成果指標

意欲ある担い手が育成確保され、
水産業が安定的に営まれるまちを目指します。

水産業をめぐる状況は、担い手の減少、高齢化、漁獲量の減少など一段と厳しさを増しています。一方で、ライ
フスタイルの多様化により、漁業体験やダイビング等の余暇活動として、水産業と接点を持つ人が増えています。
しかし、生業として漁業を営んでいる人は年々減っています。技術を伝承していく上でも担い手の育成が必要
です。

世界に目を向けても、乱獲や海洋汚染、地球温暖化等により漁業資源の減少が見られます。漁協においてヒラ
メやアワビの種苗放流等、つくり育てる漁業に取り組んでいるところですが、今後も、伊東で水揚げされた鮮魚
等に伊東産と表示するなど、商品のブランド化を図るなどの付加価値を高める商品開発を行い、安定した商品
の提供ができる漁業環境づくりが必要です。

消費傾向を見ても、調理方法などの理由から、消費者の魚離れが進み、水産物の消費が伸び悩んでいます。一
方、消費者の健康志向による魚食に対する関心が高まってきていることから、食育による水産物に対する正し
い知識と理解を得ることが必要です。

伊東市は首都圏を中心とした観光客が多く訪れる観光都市であるため、海産物の生産地であるとともに消費
地でもあります。「ちんちんあげ」や「おさかなコロッケ」など、地元食材を使った新たな商品開発による地産
地消に取り組んでいるところですが、これからは、観光客に提供する流通の仕組みや販路の拡大など、観光産業
と連携する地産地消の推進が必要です。

目　　標

場の力が創造する魅力・活力のあるまち

平成21年

指標 現状
目標値
（H27）

目標値
（H32）

指標の内容・出所等

水揚数量 いとう漁協で水揚げされた漁
獲量 6,422トン

6,400トン 6,400トン
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目標を実現するための具体的な方策

市民の皆さんと一緒に進めていく方策

地元食材を使用したご当地グルメや郷土料理等の創出、旅館・ホテル
での地元食材を使用した料理の提供、ダイビングや体験漁業やオー
ナー制の導入、教育旅行等における体験プログラムの実施等、民間と
協働した地産地消を推進する。

観光と連携した

地産地消の推進

青年漁業者の技術向上及び指導者の養成を図り、新規就業者の受入
れを推進する。

担い手の育成・確保

種苗放流等、つくり育てる漁業の推進を図り、伊東で水揚げされた鮮
魚等を伊東ブランドとして商品化することにより高付加価値化を推
進する。また、漁港施設の維持管理と流通の仕組みづくりと流通経路
の拡大に努め、安定した漁獲量の確保と魚価の安定化を図る。

安定した漁業の推進

学校給食への食材提供や各種教室を開催するなど、食育を推進し、
水産物の正しい知識と理解を得るとともに水産物に対する関心を高
め、魚食の普及に努める。

魚食の普及

1

2

3

方　　策 概　　要

方　　策 概　　要
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　海岸遊歩道が整備され、カナリーヤシのゆれる南国ムード漂う砂浜のビーチ。伊東駅から

近く、気軽に海水浴を楽しむことができる。また、温泉街にも近く、水着のまま出かけて戻っ

てから温泉にゆっくりとひたれる。

【オレンジビーチ】
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